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近年、地球温暖化による気候変動は人間生活や自然生態系に様々な影響を与えており、世

界では 2050 年二酸化炭素（CO２）排出量実質ゼロ、いわゆる「2050 年カーボンニュート

ラル」をめざす動きが広まっている。 

欧州や米国の一部では、2030 年にガソリン車やディーゼル車などの新車販売を事実上禁

止する方針を示すなど、国際社会では自動車に関する環境規制が相次いで打ち出されてい

る状況である。 

日本国内においても、地球球温暖化対策としてのゼロエミッション車（ZEV）1を含む電

動車2を巡る動向は大きく変化しており、2021 年１月に菅内閣総理大臣が行った施政方針演

説では、「2035 年までに、新車販売で電動車 100%を実現する」と表明した。 

 

大阪府では、2021 年３月に策定された「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」

において、2030 年度にすべての乗用車の新車販売に占める電動車の割合を９割（このうち

ZEV の割合を４割）といった取組指標を掲げている。これらの取組指標の達成に向けては、

大阪府だけではなく、あらゆる主体が連携・協働して取組みを進めていく必要がある。 

 

本審議会は、大阪府から 2021 年１月 21 日に「ゼロエミッション車を中心とする電動車

の普及促進に向けた制度のあり方」についての諮問を受け、電動車に関する国内外の動向や

大阪府域のこれまでの取組み、さらには関連する府内事業者の意見等も参考にして、電動車

の普及を促進するための基本的な考え方に加え、具体的な制度や施策等について、温暖化対

策部会において専門的な見地から慎重に審議を行ってきた。 

本答申は、温暖化対策部会からの報告を踏まえて、本審議会で審議した結果を取りまとめ

たものである。 

  

                                                 
1 ゼロエミッション車（ZEV）… 

Zero Emission Vehicle。走行時に CO２などの排出ガスを出さない電気自動車（EV）、プラグイン

ハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）のこと。 

※PHV は EV モード走行時 
2 電動車… 

ZEV 及びハイブリッド自動車（HV）のこと。 



 

- 3 - 

 

2015 年 12 月に開催された国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）では、気

候変動に関する政府間パネル（IPCC）が提供する気候変動に関する科学的知見も踏まえ、

2020 年以降の気候変動問題に関する国際的な枠組みとなる「パリ協定」が採択され、2016

年 11 月に発効した。パリ協定では、今世紀後半に世界全体での脱炭素（カーボンニュート

ラル）の達成を目指すこと等を定めている。 

 
図Ⅰ-１-１ パリ協定の概要と各国の排出量 

（出典）令和２年度地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（2020 年 11 月・環境省）参考資料２より抜粋 

 

カーボンニュートラルの実現に向け、近年、各国では自動車に対する環境規制の強化や

ZEV の普及に向けた新たな施策が相次いで打ち出されている。 

欧州連合（EU）では乗用車からの CO２排出規制として、燃費規制を 2025 年には 2021 年

比 15%減、2030 年には同 37.5%減と、段階的に引き上げることとしており、現在、更なる

厳格化について検討中である。また、フランスや英国では、ガソリン車及びディーゼル車の

新車販売を禁止する方針等を表明している。 

米国では、2021 年 8 月に発令した大統領令にて 2030 年までに販売される新車（乗用車

と小型トラック）の 50％以上を ZEV とする方針が示された。 

中国では、2020 年 10 月に公表した「省エネ・新エネルギー車（NEV）技術ロードマッ

プ」にて、2035 年に EV を中心とする環境対応車を新車販売の 50％、残りのガソリン車を

すべて HV にするとしている。 

また、これらの世界的な潮流に応じ、ヨーロッパ市場の 2030 年新車販売における EV の

割合について、フォード・モーター・カンパニー（米国）では 100％、フォルクスワーゲン
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AG（独国）やステランティス N.V.3（仏国）では 70％とする方針が打ち出されるなど、海外

の自動車メーカーではガソリン車から EV への転換が進んでいる。 

 
表Ⅰ-１-１ 各国における施策の状況 

欧州連合(EU)  

・2025 年に乗用車の CO2 排出量を 2021 年比で 15％減、2030
年には 37.5%減（2020 年 1 月より適用）。 

・さらに、改正案を発表（2021 年 7 月）し、乗用車の CO2 排出量
2030 年までに 2021 年比で 55％減、2035 年までに 100％
減、また、2035 年以降は全ての新車が ZEV となり、HV を含め
て内燃機関搭載車の生産を実質禁止とすることを検討中。 

仏国  

・2040 年にガソリン及びディーゼル車の新車販売を禁止（2017
年 7 月表明） 

英国  

・2030 年にガソリン及びディーゼル車（乗用車及びバン）の新車
販売を禁止（2020 年 11 月表明） 

※2035 年までは、相当な距離をゼロエミッションで走行可能な車
（例えば PHV、HV）は販売可能 

米国  

・2030 年までに販売される新車（乗用車と小型トラック）の 50％
以上を EV・PHV・FCV とする大統領令を発令（2021 年 8 月）。 

中国  

・2035 年をめどにガソリンエンジン車（乗用車）の新車販売をす
べて環境対応車（HV 以上）、そのうち 50％を新エネルギー車
（EV 及び PHV）（2020 年 10 月） 

（出典）「第３回 モビリティの構造変化と 2030 年以降に向けた自動車政策の方向性に関する 
検討会」資料３（2020 年 12 月・経済産業省）、JETRO 公表資料等より大阪府作成 

 

 

 

（１）政府の動向 
わが国では、2019 年６月に「パリ協定に基づく成⾧戦略としての⾧期戦略」を閣議決定 

し、最終到達点としての「脱炭素社会」を掲げ、2050 年までに 80％の温室効果ガスの削減

に取り組むとしていた。しかし、世界の脱炭素化に向けた潮流を踏まえ、2020 年 10 月には

菅内閣総理大臣が所信表明演説で「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロに

する、すなわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現をめざす」と打ち出し、

地球温暖化対策について総力をあげて取り組む姿勢が示された。 

自動車に関しては、2010 年 4 月に公表された「次世代自動車戦略 2010」にて 2030 年に

おける EV・PHV、FCV、HV 等の新車販売台数の目標が示されていたが、2020 年 12 月に

策定された「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦略」では、「遅くとも 2030

年代半ばまでに乗用車新車販売で電動車 100%実現、商用車は乗用車に準じて 2021 年夏ま

でに検討」との方針が示されていた。その後、2021 年 1 月には総理大臣の施政方針演説に

おいて「2035 年までに新車販売で電動車 100%を実現する」と表明した。 

 

                                                 
3 ステランティス N.V… 

2021 年１月に設立された「クライスラー」、「フイアット」、「プジョー」、「シトロエン」などの自動

車ブランドを傘下とする自動車メーカー。 
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図Ⅰ-２-１ 「次世代自動車戦略 2010」における 2030 年目標 

 

2021 年６月に改定された「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦略」で

は、電動車に関するさらに具体的な政策方針などが盛り込まれている。 

 
 

また、国内の自動車メーカーにおいては、政府の方針に沿って、トヨタ自動車株式会社で

は2025年頃までに全車種で電動グレードを設定（エンジン車のみの車種はゼロ）すること、

日産自動車では 2030 年代早期より新型車すべてを電動車とすること、三菱自動車では 2030

年までに電動車比率を 50％とすること、本田技研工業株式会社では四輪車について 2040

年に世界での販売の全てを EV・FCV とすることとしている。 

 

「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦略」（2021 年６月）より抜粋 
 2035 年までに乗用車新車販売で電動車 100％を実現できるよう、包括的な措置を講

じる。 
 ８トン超の大型の車については、貨物・旅客事業等の商用用途に適する電動車の開

発・利用促進に向けた技術実証を進めつつ、2020 年代に 5,000 台の先行導入を目指
すとともに、水素や合成燃料等の価格低減に向けた技術開発・普及の取組の進捗も
踏まえ、2030 年までに、2040 年の電動車の普及目標を設定する。 

 充電インフラについては、老朽化設備を更新するほか、既存のインフラを有効に活
用できるサービスステーションにおける急速充電器１万基等、公共用の急速充電器
３万基を含む充電インフラを 15 万基設置し、遅くとも 2030 年までにガソリン車
並みの利便性を実現することを目指す。この際、充電インフラの普及促進や規制緩
和等により、最適な配置やビジネス性の向上を進めるとともに、充電設備の普及が
遅れている集合住宅に対する導入を促進する。 

 充てんインフラについては、燃料電池自動車・燃料電池バス及び燃料電池トラック
の普及を見据え、2030 年までに 1,000 基程度の水素ステーションについて、人
流・物流を考慮しながら最適な配置となるよう整備するとともに、規制改革に取り
組む。 
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なお、自動車から排出される CO２削減の取組みについては、規制的手法と経済的手法が

実施されている。 

規制的手法である燃費規制については、自動車の燃費性能の改善を通じて車両から排出

される CO２を削減するため、1999 年 4 月に「エネルギーの使用の合理化に関する法律」が

改正され、燃費目標値（トップランナー基準4）が設けられた。また、ユーザーが燃費の優

れた自動車を選択できるよう表示事項を定め、自動車の商品カタログ等に表示することと

している。 

2020 年３月に定められた 2030 年度燃費基準では、乗用車について 2016 年実績と比較

して 32.4％の燃費改善となっており、新たに EV や PHV を規制対象に加えている。 

 

 
図Ⅰ-２-２ トップランナー制度による燃費規制 

（出典）一般社団法人日本自動車工業会 HP等 

 

経済的手法である補助金については、ZEV の走行性能が向上している一方で車両価格が

ガソリン車に比べて高いこと、充電・充填インフラの整備促進が重要であることなどを踏ま

え、国等において車両導入・充電設備整備補助等が実施されている。 

また、税制については、排出ガス性能及び燃費性能に優れた自動車に対して、それらの性

能に応じ、自動車重量税及び自動車税・軽自動車税（種別割・環境性能割）の非課税・軽減

措置が実施されている。 

 

  

                                                 
4 トップランナー基準… 

現在商品化されている自動車のうち最も燃費性能が優れている自動車をベースに、技術開発の将来の

見通し等を踏まえて策定した基準 
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なお、国内の乗用車における 2019 年の電動車の保有台数は約 940.2 万台であり、保有台

数全体（約 3,928.0 万台）の約 24%を占める。また、ZEV の保有台数は約 25.7 万台であり、

保有台数全体の約 0.7%となっている。 

また、乗用車の新車販売台数は約 282.2 万台で、そのうち電動車は約 113.8 万台であり約

40%を占める。 

国内の 2019 年の公共用（パブリック）充電設備の基数は約 3.0 万基であり、うち普通充

電器は 2.3 万基、急速充電器は約８千基となっている。また、水素ステーションは 2021 年

６月時点において 147 箇所で運用されている。 

 

 
図Ⅰ-２-３ 国内の公共用充電器普及台数の推移 

（出典）「第３回 モビリティの構造変化と 2030 年以降に向けた自動車政策の方向性に関する検討
会」資料３事務局参考資料（2020 年 12 月・経済産業省） 

 

 

（２）他自治体の動向 
大阪府以外に、東京都・京都市・横浜市を始めとする 463 自治体（39 都道府県、278 市、

10 特別区、114 町、22 村、2021 年 9 月末時点）が「2050 年までに CO２排出実質ゼロ」を

表明し、「ゼロカーボンシティ5」として CO2 排出削減のための総合的かつ計画的な施策を実

施している。 

東京都では 2050 年 CO２排出実質ゼロとする「ゼロエミッション東京」の実現に向け、具

体的な取組やロードマップをまとめた「ゼロエミッション東京戦略」を 2019 年 12 月に策

定しており、重点的対策が必要な 3 つの分野のひとつとして「ZEV 普及プログラム」を公

表している。同プログラムでは、2030 年度目標として、新車販売台数に占める ZEV 割合を

50％とすることなどを掲げており、新車販売時における環境情報の説明などについて「都民

の健康と安全を確保する環境に関する条例」で義務付けされている。 

また、神奈川県では温室効果ガス排出量が少ない自動車等の開発、製造、販売又は貸し渡

しの推進について「神奈川県温暖化対策推進条例」で努力義務を規定しているほか、京都府

                                                 
5 ゼロカーボンシティ… 

2050 年に CO2 の排出量を実質ゼロにすることを目指す旨を首長自ら公表した地方自治体 

台数 
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では「京都府地球温暖化対策条例」に基づき、駐車場における EV 等優先利用の取組み推進

などについて努力義務を規定している。 

さらに、京都市では自動車販売事業者による新車販売実績の報告や、一定規模以上の事業

者における新車導入時の電動車等の割合を 50％にすることなどを「京都市地球温暖化対策

条例」で定めている。 

 
東京都「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」第 47 条 
 自動車販売者は、特定自動車の運行に係る義務、低公害・低燃費車の使用に係る義務その他この章に
規定する義務の遵守に関し必要な事項及びその販売する新車の排出ガスの量、騒音の大きさ、燃費性能
その他規則で定める事項（以下「環境情報」という。）を記載した書面等を、その販売事務所に備え置く
とともに、新車を購入しようとする者に対してその書面を交付し、当該新車の環境情報について説明を
行わなければならない。 
神奈川県「地球温暖化対策推進条例」第 45 条第１項 
 自動車等を製造し、販売し、又は有償で貸し渡す事業者は、温室効果ガスの排出の量がより少ない自
動車等の開発、製造、販売又は貸し渡しを行うよう努めなければならない。 
京都府「京都府地球温暖化対策条例」第 37 条第４項 

多数の者が利用する駐車場を設置する事業者は、当該駐車場における充電設備の整備及び電気自動車
等を優先的に駐車するための区画の設置に努めるものとする。 
京都市「地球温暖化対策条例」 
第 35 条第３項 
 自動車販売事業者は、毎年度、別に定めるところにより、温室効果ガスを排出しない新車又は温室効
果ガスの排出の量が相当程度少ない新車の販売の実績を記載した報告書を市⾧に提出しなければなら
ない。 
第 33 条第１項 
 特定事業者は，その事業の用に供するため，過去に道路運送車両法第 58 条第１項に規定する自動車
検査証の交付を受けたことがない自動車で別に定めるもの（以下「新車」という。）の購入等をしよう
とするときは，別に定める期間に購入等をする新車のうち次に掲げる自動車に該当するものの台数の当
該期間に購入等をする新車の合計台数に対する割合が別に定める割合(50％)以上となるようにしなけれ
ばならない。 

(1)電気自動車その他の温室効果ガスを排出しない別に定める自動車（EV・FCV） 
(2)電力併用自動車その他の温室効果ガスの排出の量が相当程度少ない別に定める自動車（PHV・HV 等） 

第 33 条第２項 
特定事業者は、新車の購入等をしたときは、別に定めるところにより、次に掲げる事項を記載した報

告書を市⾧に提出しなければならない。 
(1)購入等をした新車の合計台数 
(2)購入等をした前項各号に掲げる自動車に該当する新車の台数 
(3)その他市⾧が必要と認める事項 
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大阪府域における温室効果ガス排出量については、2013 年度は東日本大震災の影響を受

け火力発電の比率が高くなり電気の排出係数が大きくなったこと等により 2005 年度と比

べて排出量が増加した。しかし、2014 年度以降は電気の排出係数が小さくなっていること

等の影響により概ね減少傾向にあり、2018 年度の排出量は 4,512 万トンであった。 

運輸部門については 2018 年度で約 614 万トンであり、同年度における排出量全体の約

14%であった。 

 
図Ⅱ-１-１ 部門別温室効果ガス排出量の推移 

 

 

運輸部門の排出量のうち自動車の排出量は約 89%となっており、排出量全体の削減に向

けては、自動車からの排出量の削減に取り組むことが重要である。 

なお、自動車からの排出量の車種別内訳では、乗用車が約 37%と最も多く、次いで普通

貨物車が約 26%を占めた。また、乗用車・軽乗用車・バスの乗用系と普通貨物車・小型貨物

車・軽貨物車・特種（特殊）車の貨物系の割合は、それぞれ約 50%であった。 

 

  

二
酸
化
炭
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図Ⅱ-１-２ 運輸部門の CO２排出量内訳 図Ⅱ-１-３ 自動車の CO２排出量種別割合 

 

 
図Ⅱ-１-４ 自動車の CO２排出量の推移 

 

  

2018 年度 
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大阪府では、電動車をはじめとする環境性能の優れた自動車であるエコカー6の普及を図

るため、国・大阪市・堺市等の行政機関や自動車関連団体等で構成される「大阪自動車環境

対策推進会議」（1968 年設置）により、自動車排出ガスによる大気汚染対策などに加え、低

炭素社会の構築をめざし、各種取組みを推進してきた。2009 年には同会議で「大阪エコカ

ー普及戦略」を策定し、「2020 年度までに府内の自動車の２台に１台をエコカーにする」こ

とを目標として掲げ、エコカーの普及促進に取り組んできた。 

また、2010 年には官民が連携・協働して目標を達成するために「大阪エコカー協働普及

サポートネット」を設立し、参画する様々な分野の構成員が、率先導入や試乗・展示会など、

エコカーの普及促進に関する活動を実施している。 

これらの取組みにより府域のエコカー普及率は順調に増加し、目標は達成する見込みと

なっている。 

 
表Ⅱ-２-１ エコカー普及進捗状況（保有台数） 

 
 

また、FCV・EV の普及促進のため、「おおさか FCV 推進会議」を 2003 年 9 月に、「大阪

EV アクション協議会」を 2009 年６月に設置し、低炭素社会の構築と新エネルギー関連産

業の振興・集積等をめざし取組みを実施してきた。2010 年４月には EV、2016 年 12 月に

は FCV の市販が開始されたことから、ZEV として普及拡大に関する取組みを一体的に推進

していくため、両組織を 2016 年１月に「大阪次世代自動車普及推進協議会」として再編し、

引き続き様々な普及・啓発活動を行ってきた。 

 

エコカーについては普及が進んでいる状況であるものの、エコカーのうち環境性能の良

い電動車については約 15％程度に留まっている状況である。 

2021 年３月に策定された「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」では、次表に

示す新車販売台数に係る取組指標を設け、脱炭素社会をめざして電動車の普及をより一層

                                                 
6 エコカー… 

電動車、天然ガス自動車、クリーンディーゼル車、水素エンジン自動車、超低燃費車（2010 年度

燃費基準＋25％達成車または 2015 年度燃費基準達成車） 
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強力に促進することとしている。 

 
表Ⅱ-２-２ 大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）における取組指標 

取組指標 指標値 
(2030) 

参考値 
(2019 年) 

増減割合 

軽自動車を除く乗用車の新車販売に占める電動車の割合 10 割 41.0％ ＋約 59pt 

すべての乗用車の新車販売に占める電動車の割合 ９割 36.6％ ＋約 54pt 

すべての乗用車の新車販売に占める ZEV の割合 ４割 0.9％ ＋約 40pt 

 

 

 
大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

輸送・移動における脱炭素化に向けた今後の取組み[抜粋] 

○：実施中、◇：実施予定、▽：今後検討予定 
 
(a)ZEV を中心とした電動車等の普及促進 
■環境性能の優れた電動車を普及。特に ZEV の普及を重点化。 

＜具体的な取組例＞ 
○官民連携した組織における ZEV を中心とした電動車の率先導入、普及啓発 
○水素関連産業への中小企業の参入を促進するためのセミナーやイベント等を通じた FCV 等の

PR 
○二輪 EV のバッテリーシェアリングシステムの社会実証等の実施 
◇大阪府ゼロエミッション車等導入指針の策定・運用による公用車の電動化の推進 
▽ZEV を中心とする電動車の普及促進に向けた制度の検討 

■レンタカー・カーシェアリングサービスにおける ZEV の普及 
＜具体的な取組例＞ 
▽ZEV を使用したレンタカー、カーシェアリングの普及促進 

■バス・トラックをはじめ様々な交通・輸送手段の電動化の促進 
＜具体的な取組例＞ 
○新たな技術実証（電気推進船、水素燃料電池船等）に対する支援 
▽ZEV を中心とする電動車の普及促進に向けた制度の検討 

■充電器・水素ステーションなどのインフラの整備促進、電気自動車のワイヤレス充電化 
＜具体的な取組例＞ 
○充電器、水素ステーションなどのインフラの普及促進 
○インフラのコスト低減や高機能化に向けた技術マッチング支援 
▽再生可能エネルギーを活用した EV/PHV 充電設備の普及促進 

■ZEV の蓄電・給電機能をエネルギーシステムの一部として活用（災害時の活用、V2H7等） 
＜具体的な取組例＞ 
○防災訓練、BCP セミナー、各種イベント等での EV・FCV の給電機能の PR および給電デモの

実施 
 
 
 

                                                 
7 V2H… 

Vehicle to Home の略。電気自動車の蓄電池に蓄えた電気を住宅で使う仕組み 
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(b)新たなモビリティサービスの導入促進 
■AI オンデマンド交通8、自動運転技術、 MaaS9等の導入促進 

＜具体的な取組例＞ 
○市町村や民間企業と連携し、効率的な移動に寄与する AI オンデマンド交通などの新たなモビ

リティサービスの導入を促進 
 
(c)公共交通機関・自転車等の利用促進 
■観光・商業・まちづくりなど様々な主体との連携による公共交通の利用促進 

＜具体的な取組例＞ 
○多機能デジタルサイネージ等による乗継情報、運行情報、沿線の観光情報などの発信や鉄道等

で地域の魅力を巡って楽しめるようなモデルルートの提案などのソフト施策による公共交通
の利用促進 

■コンパクトシティ化10の推進 
＜具体的な取組例＞ 
○居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により、コンパクトシ

ティの形成に向けた取組を推進するため、市町村における立地適正化計画の策定を促進 
■歩行者や自転車利用者の安全の確保及び環境整備 

＜具体的な取組例＞ 
○駅前広場、駅へのアクセス道路の整備による歩行者や自転車利用者の安全な交通を確保 

 
(d) 貨物輸送の効率化の促進 
■物流効率化の推進及び CO2 排出の少ない輸送手段への転換促進 

＜具体的な取組例＞ 
○荷主企業及び物流事業者に対する輸送網の集約・輸配送の共同化等の物流効率化やモーダル

シフトの促進 
■宅配ボックスの設置や置き配などの再配達削減の取組みの促進 

＜具体的な取組例＞ 
◇宅配ボックスの設置や置き配、コンビニ受取など再配達削減の取組みの推進 

 
(e) 環境に配慮した自動車利用 
■交通渋滞の緩和策やエコドライブの取組みなどの推進 

＜具体的な取組例＞ 
○放射、環状方向の道路、鉄道の整備による機能的な交通ネットワークの形成 
○バイパス道路整備や立体交差化事業、するっと交差点対策などによる慢性的な交通渋滞の緩和 
○公共交通機関の利用、電動車の使用、エコドライブなど環境に配慮したかしこい自動車利用の

取組を促進 

                                                 
8 AI オンデマンド交通… 

希望する時間に家の前まで迎えに来てくれるなど、柔軟性に優れた交通手段であるオンデマンド交通

を、AI システムを活用することで 高度化し、最適な乗り合わせやルート選定を行うことで、更なる

移動の効率化を実現させるサービス 
9 MaaS… 

Mobility as a Service の略。 電車やバス、タクシー、さらにはカーシェアリング、シェアサイクル

等といったあらゆる交通機関を、ICT を用いてシームレスにつなぎ、人々が効率よく便利に移動でき

るようにするシステム。アプリ等をプラットフォームとし、サブスクリプションの導入や、交通以外

のサービスとの連携も実現できる。 
10コンパクトシティ化… 

人口減少の時代に移行する中で、人口密度の維持により、住民生活、都市活動、都市経営等の面で持

続可能なまちづくりを実現することを目的とした都市政策。 
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（１）保有台数 

①自動車全般 
府域における自動車の保有台数は 2019 年度末時点で約 355 万台であり、全国で 6 番目

に多い。なお、世帯あたりの自動車保有台数は 0.82 台/世帯と全国で 2 番目に少ない。 

軽自動車は約 117 万台であり、2008 年度と比較して約 16％増加している。 

車種別の割合では乗用車が55％を占めて最も多く、次いで軽乗用車が23％となっており、

この２車種で全自動車の約８割を占めている。 

 

 

 
図Ⅱ-２-１ 自動車の保有台数の推移 図Ⅱ-２-２ 車種別保有台数 

 
表Ⅱ-２-３ 車種別保有台数（2019 年度末） 

 
（出典）一般財団法人 自動車検査登録情報協会等のデータを基に大阪府が算定 

 
表Ⅱ-２-４ 都道府県別保有台数 表Ⅱ-２-５ 都道府県別世帯当たり保有台数 

 
※二輪車を除いた保有台数 

（出典） 

 一般財団法人 自動車検査登録情報協会（2020 年３月末現在） 

  一般社団法人 全国軽自動車協会連合会（2020 年３月末現在） 

 
※二輪車を除いた保有台数 

（出典） 

一般財団法人 自動車検査登録情報協会（2020 年３月末現在） 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」 

（2020 年１月１日現在） 

 

  

軽乗用車 乗用車 バス 軽貨物車 小型貨物車 普通貨物車 被けん引車 軽特種車 特種（殊）車 合計

 保有台数（台） 831,855 1,957,837 11,045 330,647 195,082 123,337 12,436 10,559 74,623 3,547,421

割合 23.4% 55.2% 0.3% 9.3% 5.5% 3.5% 0.4% 0.3% 2.1% 100.0%

順位 都道府県名 保有台数（万台）
（参考）

軽自動車シェア（％）

1 愛知県 508 32.4

2 埼玉県 394 34.1

3 東京都 394 21.0

4 神奈川県 371 26.6

5 北海道 363 32.2

6 大阪府 355 33.1

7 千葉県 352 33.4

8 福岡県 326 41.2

ー 全国 7,817 39.6

順位 都道府県名

47 東京都
46 大阪府

45 神奈川県
44 京都府
43 兵庫県
42 埼玉県
41 千葉県
40 北海道
ー 全国

1.12
1.17
1.20
1.30
1.32

世帯当たり保有台数（台/世帯）

0.54
0.82

0.85
1.04

（万台） 
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②電動車 
府域における電動車の保有台数は 2019 年度末時点で約 54 万台であり、自動車保有台数

全体の約 15%を占め、増加傾向である。 

ZEV の保有台数は約 1 万台であり、自動車保有台数の全体の約 0.3％となっている。 

 

 
 

図Ⅱ-２-３ 保有台数に占める電動車の割合

の推移 
図Ⅱ-２-４ ZEV の保有台数の推移 

 

乗用車と軽乗用車ではハイブリッド自動車がそれぞれ 24.5%、6.1％となっているが、バ

スや貨物車ではラインナップが少ないこともあり限定的な状況となっている。 

 
表Ⅱ-２-６ 車種別の電動車の保有台数(大阪府域・2019 年度末) 

 
（出典）一般財団法人 自動車検査登録情報協会等のデータを基に大阪府が算定 

 

 

 

（２）新車販売台数 

①自動車全般 
府域における 2019 年の新車販売台数は約 28 万台であり、乗用車が約 59％、軽乗用車が

22％であり、この 2 車種で全体の約 8 割を占める。また、貨物車は 19％であり、そのうち

軽貨物車は７％である。 

 

軽乗用車 割合 乗用車 割合 バス 割合 軽貨物車 割合 貨物車 割合 軽特種車 割合 特種(殊)車 割合 計 割合

電動車合計 50,992 6.1% 489,880 25.0% 76 0.7% 307 0.1% 2,781 0.8% 22 0.0% 671 0.9% 544,729 15.4%

EV 371 0.0% 5,349 0.3% 1 0.0% 245 0.1% 32 0.0% 3 0.0% 21 0.0% 6,022 0.2%

PHV 0 0.0% 5,643 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.0% 5,645 0.2%

FCV 0 0.0% 136 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 136 0.0%

HV 50,621 6.1% 478,752 24.5% 75 0.7% 62 0.0% 2,749 0.8% 19 0.0% 648 0.9% 532,926 15.0%

電動車以外 780,863 93.9% 1,467,957 75.0% 10,969 99.3% 330,340 99.9% 328,074 99.2% 10,537 3.2% 73,952 99.1% 3,002,692 84.6%

831,855 100.0% 1,957,837 100.0% 11,045 100.0% 330,647 100.0% 330,855 100.0% 10,559 3.2% 74,623 100.0% 3,547,421 100.0%

区分

計
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図Ⅱ-２-５ 車種別の新車販売台数 

 
表Ⅱ-２-７ 車種別の新車販売台数（2019 年） 

 
（出典）一般社団法人 日本自動車販売協会連合会及び一般社団法人 全国軽自動車協会連合会のデータを基に 

大阪府が算定 

 

②電動車 
府域における 2019 年の電動車の新車販売台数は約 8.4 万台であり、新車販売台数全体の

約 36.6%を占め微増ながら増加傾向である。 

ZEV の新車販売台数は約２千台で、新車販売台数の全体の約 0.9%であり概ね横ばいであ

る。 

なお、軽自動車については 2021 年９月末時点で ZEV は市販されていない状況である。 

 

 
図Ⅱ-２-６ 新車販売に占める電動車及び ZEV の割合の推移（軽自動車含む） 

 

軽乗用車 乗用車 バス 軽貨物車 小型貨物車 普通貨物車 合計

 新車販売台数（台） 61,917 166,887 940 20,282 20,235 12,766 283,027

割合 22% 59% 0.3% 7% 7% 5% 100%
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表Ⅱ-２-８ 車種別の電動車の新車販売台数 

 
※軽乗用車の HV は、都道府県別データが公表されていないため、メーカー別 HV 販売台数の全国値を按分 
（出典）一般社団法人 日本自動車販売協会連合会及び一般社団法人 全国軽自動車協会連合会のデータを

基に大阪府が算定 

 

 

 

（１）充電インフラ 
府域における充電インフラについては、「大阪エコカー普及戦略」（大阪自動車環境対策推

進会議・2009 年）及び「次世代自動車インフラ設置に係るビジョン」（大阪府・2013 年）

に基づき整備を推進してきた。 

 

府域では 2020 年度末において充電設備は 823 箇所で設置されており、そのうち普通充電

設備は 596 箇所、急速充電設備は 227 箇所である。 

また、設置基数は 1,267 基であり、そのうち普通充電設備は 1020 基、急速充電設備は 247

基であった。 

なお、ガソリンスタンド数は 2019 年度末では 920 箇所となっている。 

  
図Ⅱ-３-１ 普通充電設備の設置箇所 図Ⅱ-３-２ 急速充電設備の設置箇所 

（出典）GoGoEV、大阪市・堺市 HPより大阪府作成（2020 年度末調べ） 

軽乗用車 割合 乗用車 割合 計 割合

電動車合計 15,214 24.6% 68,480 41.0% 83,694 36.6%

EV 0 0.0% 1,264 0.8% 1,264 0.6%

PHV 0 0.0% 776 0.5% 776 0.3%

FCV 0 0.0% 14 0.0% 14 0.0%

HV 15,214 24.6% 66,426 39.8% 81,640 35.7%

電動車以外 46,703 75.4% 98,407 59.0% 145,110 63.4%

61,917 100.0% 166,887 100.0% 228,804 100.0%

区分

計

計 596 箇所 計 227 箇所 
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基 

 

基 

 
年度 

図Ⅱ-３-３ 普通充電設備の設置基数の推移 図Ⅱ-３-４ 急速充電設備の設置基数の推移 
（出典）GoGoEV、大阪市・堺市 HPより大阪府作成 

 

府域における 2020 年度末の EV・PHV の保有台数は約 11,667 台であり、充電設備の設

置基数が 1,267 基であることから、車両 1 台あたりは約 0.1 基（急速充電設備のみの場合は

0.02 基）となっている。 

大阪市と堺市を中心に整備が進んでおり、国内及び諸外国の状況と比較しても、充電設備

の配置は府域において一定の水準に達していると考えられる。 

 
図Ⅱ-３-５ 府域の市町村におけるパブリック充電設備数と EV・PHV 保有台数 

 

 
表Ⅱ-３-１ 各国における EV・PHV の累計販売台数と公共充電設備数（2019 年） 

 
（出典）「第３回 モビリティの構造変化と 2030 年以降に向けた自動車政策の 

方向性に関する検討会」資料３（2020 年 12 月・経済産業省） 
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EV・PHV の普及促進には、電欠防止などを目的としたパブリック充電の拡充が重要であ

る。しかし、設備の購入・設置の工事などのイニシャルコストや、電気料金・メンテナンス

などのランニングコストを利用料金で回収するのが困難であるといった現状がある。 

国や関係団体と情報交換・連携し、設備の利用拡大やコストの抑制などにより、設置・管

理者の収益性が確保できるビジネスモデルを確立させることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図Ⅱ-３-６ 充電設備の例 

（出典）「令和３年度 CEV 補助金対象充電設備型式一覧表（税抜金額）」（一般社団法人次世代自動車 
振興センター）、「EV・PHV の充電インフラに関する調査」（2017 年 3 月・経済産業省） 

 

 
【普通充電設備】約 50～340 万円（１～3 基） 

【急速充電設備】約 250 万円～1,000 万円（道の駅など） 

※いずれも設置現場の状況や施工方法により費用が大きく異なる 

 

図Ⅱ-３-７ 充電設備設置工事の例 

（出典） 図  ：EV/PHV 用普通充電器のご紹介（一般社団法人 電動車両用電力供給システム協議会） 

    費用等：「既設分譲集合住宅における普通充電設備導入実例ガイドブック」（2013 年 4月・関西電気自
動車普及推進協議会）などから大阪府作成  

【普通充電設備】 

充電用コンセント 

約 3,500 円～１万円 

【普通充電設備】 

約 20～55 万円 

（課金対応機種 

約 150～180 万円）※１ 

【急速充電設備】 

76～640 万円 
（最多価格帯 200～250 万円） 

※機能等により価格は大きく異なる 

【普通充電設備】 

充電用コンセントスタンド 

約５～20 万円 
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図Ⅱ-３-８ 急速充電の料金体系について 

（出典）「電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電インフラ整備事業費補助金について」 
（2017 年６月・経済産業省） 

 

  



 

- 21 - 

（２）充填インフラ（水素ステーション） 
大阪府域における 2020 年度末の水素ステーションは 9 箇所であり、府域の FCV の保有

台数でみると、車両 1 台あたり 0.07 箇所に相当する。 

国の「水素基本戦略」や「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を踏まえて、官民一体とな

って整備を進めるとともに、府内の FCV や FC バスの普及を促進して水素利用を拡大し、

水素ステーション事業の自立化をめざす必要がある。 

 

 
図Ⅱ-３-９ 府と近隣府県の水素ステーションの整備状況 

 
表Ⅱ-３-２ 府域の水素ステーション一覧 

 
※：オンサイト…水素製造装置を敷地内に有する 
  オフサイト…  〃   を敷地外に有する 
  移 動 式…充填性能に直接関わる設備を架台に搭載し移動可能なもの 

  （専用トラックの荷台に水素充填機器を搭載したものなど） 
 

（出典）一般社団法人次世代自動車振興センター資料 
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府域における運輸部門の CO2 排出量の９割を占める自動車からの排出量を削減するため

には、府民、事業者、民間団体、行政が連携・協働して、災害時の電源活用や産業振興にも

寄与する電動車の普及・利用拡大を推進することが重要であり、そのためには、従来の普及

啓発の取組みに加え、電動車の普及促進に向けた新たな制度を創設する必要がある。 

また、電動車普及に着目した施策だけではなく、人口減少や高齢化、新たなモビリティサ

ービスの普及などの社会情勢の変化を踏まえるとともに、交通流対策などの総合的な交通

政策に応じ、CO2 はもとより、NOx・PM の削減にも資する施策を展開することが適当であ

る。 

なお、ゼロエミッション車の普及にあたっては、CO2 排出が少ない電気や水素の利用拡大

をめざす視点が重要である。 

 

 

（１）社会情勢の変化を踏まえた施策展開 
今後、高齢化の進行や人口の減少に伴い、既存の公共交通サービスの需要の縮小が見込ま

れるなど、人の移動を取り巻く情勢が大きく変化することが予想される。 

また、インターネット通販の拡大等により宅配便取扱個数が増加傾向にある物流につい

ても、ドローン等を利用した無人配送などの AI や IoT を活用した技術革新が進むと考えら

れる。 

これらの社会情勢の変化に対応しつつ、観光・商業・まちづくりなど様々な主体との連携

により、これまで以上に公共交通の利用促進を図るとともに、今後さらに自動運転、MaaS、

オンデマンド交通などの新たなモビリティサービスやシェアリング・エコノミー等が進む

と考えられることから、輸送・移動を最適化するという考えのもと、電動車を効果的に活用

して脱炭素化を推進していくことが望ましい。 

 

（２）効果的な制度の創設 
電動車の普及促進に関し、自己所有の車両については、所有者が自動車を導入する際に電

動車が選択されるよう、導入する機会を通じて環境性能等の情報提供や車種選択の適切な

アドバイスなどが実施されることが重要である。 

また、今後はシェアリング・エコノミーのような新たな自動車利用の形態が浸透すること

が見込まれるため、レンタカーやカーシェアリングなどの一時利用する車両についても電

動化が推進されることが望ましく、事業者による取組みを促進することが大切である。 

このことから、従来の普及啓発の取組みに加え、事業者による取組みを促す新たな制度を

創設することが適当である。なお、今後の国の施策制度や電動車のラインナップの状況など、

社会状況に応じて適宜、制度の内容を見直す必要がある。 
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（３）協働の推進 
取組みの実施にあたっては、府民、事業者、民間団体、行政などが相互に連携・協働して

いくことが重要である。このため、エコカーの導入促進を推進してきた「大阪エコカー協働

普及サポートネット」の取組みを踏まえ、電動車の率先導入や啓発等、普及促進に取り組む

民間事業者等をさらに幅広く募って新たなプラットフォームを構築し、参画事業者等が連

携・協働して電動車の導入や充電設備の設置を促進していくことが望ましい。 

また、電動車はモビリティとしてだけでなく、災害時における移動電源・蓄電池としての

活用など様々な点でメリットがあると考えられることから、その利便性も踏まえた普及啓

発を行うことが望ましい。 

 
 

図Ⅲ-１-１ おおさか電動車協働普及サポートネット(仮称)の構築 

 

なお、商用車（バス・トラック等）については、現時点で電動車の車種が少なく、車両入

替のスパンが⾧期であることなどから、乗用車と比較して普及が進んでいない。このため、

普及促進にあたっては、車種の拡充に向けた技術支援等について国へ働きかけていくとと

もに、関係事業者と連携・協働して走行距離・経路や利用パターンがある程度一定である路

線バスや支線配送の車両から電動化を推進していくことが望ましい。 

 

  
図Ⅲ-１-２ 1km 移動する際の 1人あたりの

CO2排出量 
(CO2排出原単位[g-CO2/人 km]・2019 年度) 

図Ⅲ-１-３ 1km 輸送する際の 1トンあたり

の CO2排出量 
(CO2排出原単位[g-CO2/トン km]・2019 年度) 

（出典）国土交通省 HP 運輸部門における二酸化炭素排出量 
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（４）CO２排出が少ない電気の利用促進 
ガソリン車から電動車への転換により、走行時にガソリン等の使用量を削減することが

できる。さらに、EV・PHV に充電する際のエネルギーに関して、再生可能エネルギー由来

の電気を充電設備で使用するなど、単位エネルギー量あたりの CO2 排出量が少ない電気を

選択することが重要である。 

このため、府民・事業者等への普及啓発にあたっては、自動車の環境性能だけでなく、充

電における CO2 排出量が少ない電気の利用についても併せて情報提供していくことが望ま

しい。 

 
図Ⅲ-１-４ 2050 年 CO２排出量実質ゼロに向けたアプローチ（概念図） 

（出典）大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

 

 
図Ⅲ-１-５ 電動車とガソリン車等の 1km 走行あたりの CO2排出量 

（出典）関西広域連合「燃料電池自動車 FCV って何だろう」 
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電動車の普及促進については、車両の導入またはレンタル時において電動車が選択され

ることが重要であるため、新たな制度の創設等について検討した。 

 

（１）自動車販売事業者（ディーラー）による普及の促進 
電動車の普及促進にあたっては自動車の車両導入時でのアプローチが重要であり、自動

車による温暖化への影響等について自動車ユーザーの理解を促進することが大切である。 

そのため、自動車販売事業者（ディーラー）において、環境性能等に関する情報を分かり

やすく提供する制度を設けることが適当である。 

情報提供にあたっては、燃費・電費などのほか、CO2 排出量が少ない電気や水素の選択が

重要であること、災害時には蓄電池としても利用できる利便性などの情報についても併せ

て説明することが望ましい。なお、情報を分かりやすく伝えるため、エネルギーの使用の合

理化等に関する法律で定める燃費基準の達成状況を表示した「燃費基準達成ステッカー」と

いった環境ラベルなどを活用して説明することが有効と考える。 

また、自動車販売事業者の計画的かつ具体的な取組みを推進し、その実績を踏まえた更な

る行動を促すため、電動車普及促進に係る計画・実績報告制度を導入することが適当である。 

さらに、自動者販売事業者における自主的な取組みを促進するとともに、優良事例を府域

全体に波及させるため、優れた取組みを公表・表彰するしくみが求められる。 

 

 
 

図Ⅲ-２-１ 電動車販売の取組み

の実施状況 
※「電動車を販売している」と回答した

12 者の集計 

図Ⅲ-２-２ 電動車販売に係る取組みの内容 
 

※「実施している」と回答した 7者の集計 

（出典）自動車販売事業者に対するアンケート（大阪府実施）11 

 

取組みの具体的な例 
○新車販売時における環境情報の説明制度の創設 

                                                 
11自動車販売事業者に対するアンケート… 

「大阪エコカー協働普及サポートネット」に参加している自動車販売事業者（19 者）を対象とし、

大阪府が電動車の販売に関するアンケートを実施（2021 年５月）。回答のあった事業者は 13 者

（電動車を販売しているのは 12 者）で、店舗数は 492 店舗（新車を販売店舗数は 425 店舗）で

あった。 
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【対象とする事業者】 

・府域に販売店舗を有し、乗用車(新車)を販売する事業者 
※現時点で電動車のラインナップがない販売店（軽自動車専門店など）についても対象とする。 

 

【購入者に提供する情報】 

・環境性能※の比較（電動車、ガソリン車など） 

・電動車のラインナップ 

・蓄電池としての利便性（災害時にも活用可能な充放電機能など） 
※燃料の種別、燃料/エネルギー消費効率（CO2 排出量）、エアコンの冷媒の種類・使用量 など 

 

 

 

 
図Ⅲ-２-３ 電動車の購入を検討した来店者の関心が高い事項 

（出典）自動車販売事業者に対するアンケート（大阪府実施） 

  

（参考）他自治体条例 

東京都「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」第 47 条 

自動車販売者は、…その販売する新車の排出ガスの量、騒音の大きさ、燃費性能を記載した書

面等をその販売事務所に備え置くとともに、新車を購入しようとする者に対してその書面を交付

し、当該新車の環境情報について説明を行わなければならない。 

▶対象事業者：規模要件なし 

▶説明内容：燃料の種別、CO2 排出量、エアコン冷媒、NOx、PM ほか 

 

京都府「京都府地球温暖化対策条例」第 38 条 

自動車の販売を業とする者は、…新車を購入しようとする者に対し、その販売する新車に係る

自動車環境情報について説明しなければならない。 

▶対象事業者：規模要件なし 

▶説明内容：温室効果ガス排出量、燃料消費率、リサイクル情報 ほか 

※「電動車を販売している」と回答した 12 者の集計 
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○電動車販売促進計画・実績報告制度の創設 

 【対象とする事業者】 

・府域に販売店舗を有し、一定規模以上の乗用車(新車)販売実績(府域を合算)がある 

販売事業者 
※現時点で電動車のラインナップがない販売店（軽自動車専門店など）についても対象とする。 

【報告を求める項目】 

＜実績＞ 

・普及促進のために実施した取組み（キャンペーンの実施、販売促進担当者の設置など） 

・販売実績（乗用車(新車)販売台数、電動車の販売台数(種別)、販売台数全体に占める 

電動車の割合など） 

＜計画＞ 

・販売促進のために翌年度実施する取組み 

 
（参考）他自治体条例 

京都市「京都市地球温暖化対策条例」第 35 条第３項 

自動車販売事業者は，毎年度，別に定めるところにより，温室効果ガスを排出しない新車又は

温室効果ガスの排出の量が相当程度少ない新車の販売の実績を記載した報告書を市長に提出しな

ければならない。 

 

 

   
 

図Ⅲ-２-４ 年間新車販売台数の事業者分布 
（出典）自動車販売事業者に対するアンケート（大阪府実施） 

 

  

※年間新車販売台数 5,000 台以上の事業者

からの報告台数は約 15.7 万台であった。 

2020 年度の府域全体の販売台数が例年並

み（28 万台前後）であった場合、新車販売

台数 5,000 台以上の事業者からの報告に

より、全体の少なくとも５～６割を補足で

きると考えられる。 
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○取組みの公表・表彰の実施 

【評価の方法】 

・電動車普及促進に関する特徴ある取組みの実施状況 
※例）蓄電池として利用できる利便性等を購入者が実感できる情報提供や展示の工夫、 

地域団体と連携した試乗会 など 

 

○表彰方法の例 

・ストップ温暖化賞 

・おおさか環境賞 

 

 

（２）レンタカー・カーシェア事業者による利用の促進 
府域では、カーシェアが約 2,700 拠点で利用できるなど、都市部を中心にレンタカーやカ

ーシェアのサービスを利用しやすい環境が整っている。 

今後、シェアリング・エコノミーの浸透が見込まれるため、レンタカー・カーシェアの利

用者において電動車の利用が促進されるよう、自動車の環境性能に関する情報を利用者へ

提供する制度を創設することが適当である。 

 

取組みの具体的な例 
○レンタカー・カーシェアサービス利用者への環境性能情報の説明制度を創設 

【対象とする事業者】 

・府域においてレンタカー・カーシェア事業を実施する事業者 

【利用者への環境情報の説明制度の創設】 

・環境性能※の比較（電動車、ガソリン車など） 

・電動車のラインナップ 
※燃料の種別、エネルギー消費効率（CO2 排出量）、エアコンの冷媒の種類・使用量 など 

 

  

（参考）表彰方法の例 

 

※「おおさかストップ温暖化賞」は令和 3 年度より 

「おおさか気候変動対策賞」として表彰を実施。 
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（参考）他自治体条例 

神奈川県「神奈川県地球温暖化対策推進条例」第 45 条 

自動車等を製造し、販売し、又は有償で貸し渡す事業者は、温室効果ガスの排出の量がより少

ない自動車等の開発、製造、販売又は貸し渡しを行うよう努めなければならない。 

 

熊本県「熊本県地球温暖化の防止に関する条例」第 27 条第３項 

自動車等の販売又は貸渡し(有償)を業とする者は、その使用に伴う温室効果ガスの排出量がよ

り少ないものの提供に努めるものとする。 

 

 

  
図Ⅲ-２-５ カーシェア事業者

における電動車利用促進

の取組みの実施状況 

図Ⅲ-２-６ 電動車利用促進の取組みの内容 
 

※「実施している」と回答した４者の集計 

（出典）カーシェア事業者に対するアンケート（大阪府実施）12 

 

 

○事業者と連携し、サービス利用者の電動車の乗車機会を増やす取組みを実施 
 
（参考）「EV カーシェア体感キャンペーン」神奈川県川崎市 

 

EV への理解を深めるため、カーシェアリングでの EV 体験を 

実施するキャンペーンを実施（2021 年１月～２月）。 

 

  

                                                 
12 カーシェア事業者に対するアンケート… 

府域に営業拠点を有するカーシェア事業者（８者）を対象として、大阪府が電動車の利用に関するア

ンケートを実施（2021 年５月）。すべての事業者から回答があり、事業拠点数は全 2,732 拠点で

あった。 
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（３）エネルギー多量消費事業者・自動車使用事業者における導入・利用の促進 
大阪府では、「大阪府温暖化の防止等に関する条例」（以下、「温暖化防止条例」という。）

に基づき、一定規模以上のエネルギー使用者を「特定事業者13」とし、対策計画書や実績報

告書の届出等により、事業活動に伴う温室効果ガスの排出や人工排熱の抑制を促進し、温暖

化の防止を図っている。 

 
図Ⅲ-２-７ 温暖化防止条例に基づく手続きの流れ 

 

今後、特定事業者における電動車の導入・利用を促進するため、車両の電動化に関する計

画・実績についての報告制度を導入することが適当である。 

また、自動車を使用する事業者における電動車の導入・利用の推進を図るため、特定事業

者の対象規模を拡大することが望ましい。また、今後の電動化の状況を踏まえ、軽自動車に

ついても対象に加えることが適当である。 

なお、特定事業者は以下の事項についても推進していくことが望ましい。 

 
 
また、報告等の集計データについては、府民等が分かりやすいよう配慮して公表すること

が望ましい。 

                                                 
13 特定事業者… 

エネルギー使用量（原油換算値）が合計 1,500kl/年以上である事業者、連鎖化事業者のうち府内に

設置している加盟店を含む全ての事業所のエネルギー使用量が合計して 1,500kl/年以上である事業

者、府内で一定規模以上(貨物自動車・乗用自動車等 100 台以上またはタクシー250 台以上)の自動

車(軽自動車を除く)を使用する事業者 

・電動車がもつ充放電機能を活用する取組み（太陽光発電の余剰電力の需給調整、 
BCP 対策としてのバックアップ電源など）を広げること。 

・サプライチェーン全体における自動車の電動化を促進すること。 

・従業員の電動車に対する理解を促進するなど、意識改革に努めること。 

・配送事業者においては、支線配送の電動化などの取組みを広げること。 
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取組みの具体的な例 
○対策計画書・実績報告書における項目の見直し・追加 

 

【自動車に関する計画・実績報告の項目】 

≪現行≫ 

・「重点対策」の状況（表Ⅲ-２-１参照） 

・ガソリン等の使用量（エネルギー使用量） 

・保有台数（総台数、軽自動車を除く台数） 

 

 

≪見直し≫ 

・「重点対策」の「エコカーの導入」 

を「電動車の導入」に変更し、計画 

期間に導入する乗用車(新車)の電動 

化を促進 
※導入する乗用車(新車)について 

電動車であることを求める 

 

≪追加≫ 

＜計画＞ 

   ・乗用車(新車)の購入予定台数 

   ・電動車の購入予定台数 

   ・購入する乗用車(新車)における 

電動車の割合 

＜実績＞ 

   ・乗用車(新車)の購入台数 

   ・電動車の購入台数 

・購入する乗用車(新車)における電動車の割合 

   ・乗用車及び電動車の保有台数 

 
（参考）他自治体条例 

京都市「京都市地球温暖化対策条例」 

第 33 条第１項 

特定事業者(旅客・貨物運送業でトラック・バス 100 台以上所有など)は、新車の購入等をしよ

うとするときは、次に掲げる自動車に該当するもの（EV/FCV/PHV/HV など）の購入等をする

新車の合計台数に対する割合が別に定める割合（50％）以上となるようにしなければならない。 

第 33 条第２項 

特定事業者は，新車の購入等をしたときは、次に掲げる事項を記載した報告書を市長に提出し

なければならない。 

▶購入等をした新車の合計台数 

▶購入した新車のうち EV 等に該当するものの台数 

  

表Ⅲ-２-１ 温暖化防止条例の「重点対策」 
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○特定事業者の対象拡大 

 

【対象とする事業者】 

≪現行≫ 

・大阪府温暖化防止条例の「特定事業者」 
▷エネルギー使用量（原油換算値）が合計 1,500kl/年以上である事業者 

▷連鎖化事業者のうち、府内に設置している加盟店を含む全ての事業所のエネルギー使用量 

が合計して 1,500kl/年以上である事業者 

▷府内で一定規模以上(100 台以上等)の自動車(軽自動車を除く)を使用する事業者 

 

≪見直し≫ 

「府内で一定規模以上（100 台以上等）の自動車（軽自動車を除く）」について、対象

事業者の規模要件としている「100 台以上等」を見直し対象を拡大する。また、軽自動

車については今後の電動化の状況を踏まえ対象に加える。 

 
（参考）温暖化条例等の届出数 

・温暖化防止条例の自動車使用に関する要件のみに該当する「特定事業者」：110 事業者 
（2020 年度） 

・府域における自動車 NOx・PM 法の「特定事業者※１」：484 事業者※２ 
（2020 年度・府届出受付分のみ） 

※１：対策地域（６町村を除く府域）に使用の本拠を置く対象自動車（軽自動車を除く）を 30 台以上有する 

事業者 

※２：特定事業者のうち、府に届け出のあった自動車運送事業者等以外の事業者（白ナンバー車両）自動車運送 

事業者等（緑ナンバー車両）は国土交通省近畿運輸局が受付 

 
 

その他、次のような取組みが望まれる。 
○電動車がもつ利便性について、「大阪エコカー協働普及サポートネット」といった官民 

が連携したプラットフォームを活用した先進的な事例の発信 

○サプライチェーン全体における自動車の電動化の促進や、委託先や配送事業者への電動 

車利用の呼びかけ 

○従業員がマイカー通勤する場合における電動車の使用の推奨 

○従業員駐車場において充電設備を設置し、同充電設備の一般開放 

 

 
写真Ⅲ-２-１ 停電時のバックアップ電源として利用 

岸和田保健所における電話交換機への給電（2018 年）  
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（４）府民等による導入・利用の促進 
府民への普及啓発にあたっては、燃料消費効率等の環境性能や加速性・静穏性等の走行性

能だけでなく、維持費が軽減されるメリットや災害時にも活用できる充放電機能によりレ

ジリエンスが強化されるなど、コベネフィットを意識することが重要である。また、電機メ

ーカーや IT 事業者といった異業種の参入により、新たなサービスやイノベーションが誘発

され、IoT 等を活用した車内空間の快適性・利便性の向上も見込まれる。今後、自動車に付

加される新たな価値も発信するなど、府民の関心を得るための創意工夫が必要である。 

また、デイケア・訪問看護といった福祉関係事業者など、１事業者あたりの使用車両数が

少ないため温暖化防止条例の特定事業者には該当しないが、事業者数は多いと考えられる

小規模事業者や個人事業主等についても、電動車の導入を働きかけていくことが望ましい。 

啓発にあたっては、2025 年大阪・関西万博などの場も活用しつつ、関連団体と行政機関

の協働により電動車を PR していくことが効果的である。 

さらに、電動車の理解促進を図るためには実際に乗車することも有効な手段であると考

えられることから、乗車する機会を創出するための更なる取組みなどが求められる。 

 

そして、ZEV の導入が促進されるよう、効果的なインセンティブ・支援策を実施すること

が望ましい。 

なお、購入補助制度については ZEV の普及促進を後押しする効果が期待できるものの、

新車販売台数における EV・PHV が占める割合は、補助制度の有無またはその補助金額だけ

でなく、その地域の特性や新車ラインナップの状況なども関係していると考えられる。この

ため、税金を財源として補助制度を実施する場合は、それらの要因のほか、車両価格、消費

者ニーズ、府の財政状況等も踏まえ、支援を必要とする府民等に効果的なタイミングで実施

するなど、補助金による効果を十分に見極める必要がある。 

 
図Ⅲ-２-８ 各都府県における新車販売台数に占める EV・PHV の割合（乗用車+貨物車、軽自動車除く） 

※東京都… 

個人所有者への購入 

補助制度あり 

（30 万円/台、 

 2019 年度～） 

神奈川県・愛知県… 

大手自動車メーカー 

の拠点が所在 

2017 年… 

プリウス PHV モデル 

チェンジ 
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取組みの具体的な例 
○自動車販売事業者による新車販売時における環境情報の説明制度を創設（再掲） 

○レンタカー等における電動車利用を促進する制度を創設（再掲） 

○事業者と連携し、サービス利用者の電動車の乗車機会を増やす取組みを実施（再掲） 
○府・関係団体等による分かりやすい情報提供 

（大阪エコカー協働普及サポートネットといった官民が連携したプラットフォームを活用し、市町村 
 などの環境イベントにおいて試乗体験会や展示会を開催するなど） 

○走行性能に加え、災害時にも活用可能な充放電機能の利便性等の多様な魅力を実感でき
る体験機会の提供 

○電力小売事業者による EV・PHV 所有者の料金割引プランの情報提供 
○ZEV のラインナップの状況等を踏まえた効果的な購入補助 

○ZEV 使用者に対する公共施設駐車場等での優先利用 

 

 
写真Ⅲ-２-２ 府営公園での優先ゾーン 

 

 

（参考）2050 年日本国際博覧会（大阪・関西万博）での PR 

「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2021 年 6 月）では、2050

年日本国際博覧会（大阪・関西万博）の機会を活用し、「People’s Living Lab（未来社会の実

験場）」として、新たな技術やシステムを実証する場と位置付けることで、国内外の多様なプレ

イヤーによるイノベーションを誘発し、それらを社会実装していくための巨大な装置とすること

をコンセプトとしている。 

水素産業関連等について、会場内外で運行するモビリティ等において水素由来エネルギーを活

用するなど、水素活用社会を PR する実証等について記載されている。 

 

 

（５）普及促進のためのその他の取組み 
府域では、これまでもエコカーの普及などについて関連事業者・団体とともに様々な取り

組みを進めてきたが、今後も電動車の普及促進のための連携体制を構築することが重要で

ある。 

また、普及の拡大にはラインナップの充実が不可欠であることから自動車製造事業者（メ

ーカー）への技術支援等について国へ働きかけていくことが必要である。 

なお、府が業務で使用する公用車について ZEV を率先導入するとともに、市町村公用車

や地域公共交通等における電動車の導入を働きかけることが望ましい。 
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取組みの具体的な例 
○「バッテリー戦略推進センター」（大阪府産業創造課内）において、電動車に関係する電

池関連ビジネスなどの一層の拡大をめざし、関連事業者との連携に加え、技術と意欲ある
中小・中堅企業のビジネス拡大を支援 

○自動車関連製造事業者等で構成される「大阪エコカー協働普及サポートネット」といった
官民が連携したプラットフォームを活用した取組促進 
（メーカー等と ZEV の普及に向けた実証事業など） 

○国と連携・協力した電動車の普及に資する技術開発等への支援 

○「大阪府ゼロエミッション車等導入指針」により ZEV などを優先導入し、府公用車の電
動化を推進 

○市町村公用車や地域公共交通等における電動車導入の働きかけ 

 

 

 

EV は自宅や職場で充電（プライベート充電）できるという利点があるものの、ガソリン

車におけるガソリンスタンドと同様、その普及にあたっては充電設備（パブリック充電）の

整備が必要であるため、設置促進方策について検討した。 

 
 

なお、充電設備で使用する電力については、CO２排出が少ない電力の利用を促進すること

が望ましい。 

 

（１）プライベート充電（基礎充電）の設置促進 
現在一般販売されている EV 乗用車の一充電走行距離は約 270～570km であり、今後の

技術開発によって走行距離はさらに改善する見込みである。 

 
図Ⅲ-３-１ 市販されている EV の走行距離等 

 

【充電設備の整理】 

プライベート充電 

・基礎充電（自己が占有する駐車場において日常的に満充電する充電設備） 

パブリック充電 

・目的地充電（移動先での滞在時間を利用して充電する設備） 

・経路充電 （電欠防止を目的として移動経路で利用する充電設備） 
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また、乗用車の一般的な月間走行距離は 

370km 程度であることから、⾧距離走行時 

等を除き、日常の走行において充電の必要 

回数は低下すると考えられる。 

 

 

 

一方、府域では一般世帯の約 55％が共同住宅に居住しているが、全国では共同住宅に居

住している EV・PHV 所有者は約 10％であり、共同住宅で EV・PHV が普及しにくい現状が

あると考えられた。 

 
図Ⅲ-３-３ 府域における一般世帯の住居

の状況 
（出典）「平成 27年国勢調査」から大阪府作成 

 
図Ⅲ-３-４ 全国における EV・PHV 所有者

の居住住居 
（出典）「電気自動車・プラグインハイブリッド 

自動車の充電インフラ整備事業費補助金につい
て」（2017 年７月・経済産業省）より抜粋 

 

その理由としては、共同住宅が多い都市部では公共交通が発達しているため自動車利用

のニーズが低いこと、駐車場代等も含め維持コストがかかること、駐車場に充電設備がない、

または、設置が困難であることなどが考えられた。 

プライベート充電である基礎充電については、自動車所有者等が自己の占有する駐車場

に設置することが基本であるが、集合住宅においては駐車場やその付帯設備（電気設備など）

が共有であることが多く、設置促進には課題がある。 
（参考）既設の集合住宅の駐車場において充電設備を設置する場合の手続きの例 

●管理組合の総会による決議 

駐車場は管理規約の定め等により共用とされ、充電設備の設置など変更や管理に関しては、管理

理組合の総会で決議が必要。 

●管理規約の変更 

管理規約を変更し、「対象物件の附属施設」や「共用部分の範囲」に追加が必要。 

●電力容量の確認・共用電源の増設 

電気容量が不足したまま充電設備を設置すると、停電して共用部分（エレベータ等）が停止する

危険性あり。共用電源を増設する場合は、契約種別の確認等が必要。 

●工事費や電気料金の負担 

まず管理組合が負担し、必要に応じて利用者に課金する等のしくみづくりが必要。 

●設置工事（配線・機器）の実施 

EV・PHV の充電口の位置やケーブルの長さを考慮した上で、安全性・利便性を考慮して設置す

る必要あり。 

●利用者への課金 

管理規約もしくは細則を課金方法に合わせて改正し、徴収することが必要。 
 

（出典）電気自動車・プラグインハイブリッド自動車のための充電設備設置にあたっての 
ガイドブック（2017 年・経済産業省 国土交通省）より抜粋 

一戸建等, 

45.0%集合住宅, 

54.8%

その他, 

0.2%

図Ⅲ-３-２ 乗用車の一般的な月間走行距離 
（出典）「2019 年度乗用車市場動向調査」 

（2020 年３月・一般社団法人 日本自動車工業会） 
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プライベート充電に係る課題を整理したところ下図のとおりとなり、自己所有の駐車場

については EV 購入時に自己判断で容易に設置可能であり、大きな課題はないと考えられ

る。また、新設の集合住宅については、設置を前提として設計する場合には課題は比較的少

ないと考えられる。しかし、駐車場のない一戸建住宅や集合住宅の駐車場については、充電

設備の設置について土地の所有者や施設の管理組合等との調整といった課題が多い。 

 

 
図Ⅲ-３-５ プライベート充電（基礎充電）の導入に係る課題整理 

 

このため、集合住宅（駐車場のない一戸建住宅を含む）の居住者が所有する EV・PHV に

ついて、充電設備を利用しやすい環境の整備が必要である。 

プライベート充電は住宅駐車場での充電設備の導入が望ましいが、既設集合住宅におけ

る導入には様々な課題があるため、集合住宅周辺の集客施設に設置された充電設備を基礎

充電の代替としても利用できるよう、パブリック充電（目的地充電・経路充電）の充実を図

ることが適当である。 

また、新設集合住宅等については、将来的な EV・PHV の普及拡大に備え、建築時に充電

設備の設置を促進することが適当である。なお、充電設備については、共同利用などによる

効率的な利用を図ることが望ましい。 

さらに、集合住宅駐車場での充電設備設置が困難である現状を踏まえ、シェアリング・エ

コノミーといった新たなライフスタイルを取り入れ、基礎充電をあらかじめ備えた EV・PHV

カーシェアステーションの利用等を促進することが適当である。 

取組みの具体的な例 
○集合住宅近隣の集客施設において、複数基の充電設備の設置を促進 

○集合住宅等の駐車場については、次のような取組みが望まれる。 

・充電環境の整備に関する支援の充実を国へ働きかけ 
・充電設備設置の支援策等について、住宅事業者等に情報発信 

・基礎充電設備の共有やカーシェアを実施  
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（２）パブリック充電（目的地充電）の設置促進 
府域では 2020 年度末において充電設備は 823 箇所に設置されており、そのうち普通充電

設備は 596 箇所、急速充電設備は 227 箇所となっている。 

充電設備の設置箇所は、普通充電設備、急速充電設備ともに自動車ディーラー等が最も多

く、次いで商業施設・小売店等となっている。 

また、１箇所あたり１基の設置が全体の約 90％となっており、同時に複数車両が充電で

きない状況である。 
表Ⅲ-３-１ 普通充電施設の設置状況 

 
 

表Ⅲ-３-２ 急速充電施設の設置状況 

 
 

今後、目的地充電の整備促進については、数時間程度駐車する商業施設、宿泊施設、公共

施設等の集客施設の駐車場において、駐車時間を活用した継ぎ足し充電を目的として、各箇

所で複数基の充電設備を設置することが望まれる。 
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また、集合住宅周辺等の施設や従業員駐車場など、自宅で基礎充電できない EV が⾧時間

駐車する場所において、基礎充電の代替として利用できる充電設備の設置を促進すること

が適当である。 

なお、今後の府域や近隣府県における EV 普及状況（保有台数）などを注視し、充電設備

での順番待ちが発生しないよう、１箇所あたりの基数を増やしていくことが適当である。た

だし、複数設置にあたっては、充電による電力負荷の集中に留意が必要である。 

取組みの具体的な例 
○商業施設、宿泊施設、公共施設等の集客施設の駐車場において、EV を利用しやすい環境

を整備する努力義務を創設 
（複数台の充電設備の設置や EV 等専用駐車スペースの確保など） 

○官民が連携し、EV を利用しやすい環境整備を促進 

○従業員駐車場での設置（ワークプレースチャージング）を促進 

 

（参考）他自治体条例 

神奈川県「神奈川県地球温暖化対策推進条例」第 44 条第３項 

 県及び自動車駐車場を設置し、又は管理する者その他の規則で定める者は、電気自動車（専ら

電気を動力源とする自動車をいう。） その他の温室効果ガスの排出の量がより少ない自動車等

の普及及び当該自動車等を利用しやすい環境の整備に努めなければならない。 

 

 

  
写真Ⅲ-３-１ 従業員駐車場への充電設備 

設置 
（出典）三菱自動車工業（株）HP 

写真Ⅲ-３-２ 商業施設の来客用駐車場での

充電設備 
（出典）イオングループ HP（りんくう泉南店） 
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（３）パブリック充電（経路充電）の設置促進 
経路充電は電欠防止を目的として行うため、急速充電設備の利用が想定される。 

EV の充電に要する時間は、急速充電では 30～60 分程度（80％充電）であり、ガソリン

給油と比較して⾧い（200V 普通充電では、40kWh バッテリーの満充電に約８時間程度を要

する）。 

 

府域の一般国道・主要地方道・一般府道の道路において、沿道 15km ごとに充電設備を１

箇所配置した場合の拠点数については下表のとおりであり、ほぼすべての地域ブロックに

おいて一定水準で設備設置がなされている状況である。 

 
表Ⅲ-３-３ 一定距離(沿道 15km※１)ごとの充電設備の箇所数の例示（急速充電設備） 

 
※１：次世代自動車振興センター「EV・PHV の充電インフラ整備事業費補助金」の「高速道路 SA・ 
   PA 及び道の駅等への充電設備設置事業(経路充電)」にて、電欠防止の観点から「空白地域(公 
   道上道のり 15km 以内)」に既存設備がないことを要件としている 

※２：平成 27 年道路交通センサスより府算出 
※３：大阪市 HP・堺市 HP・GoGoEV 掲載データより府算出（高速道路 SA/PA に設置の 8カ所を除く） 

下線：①より②の数が少ないもの 

 

経路充電については、電欠防止を目的として、主要道路の沿道において一定距離につき１

箇所以上の急速充電設備を設置することが必要と考えられるが、今後のバッテリー技術の

開発による EV の充電走行距離の改善により、経路充電としての充電の必要回数は低下する

と考えられる。 

また、充電時間の有効活用も考慮し、目的地充電として利用する施設において、急速充電

設備等の拡充を図ることで、経路充電としても利用できるよう環境を整備することが適当

である。 

なお、ガソリンスタンドについては、国の総合エネルギー拠点化の施策とも連携し、急速

充電設備の新たな設置を促進することが望ましい。 

 

算出
単位

道路延⾧※2

(km)
①15kmごとに設置した

場合の充電箇所数
②現在の設置箇所数※3

(令和2年度末時点)

府全域 2,345.3 157 219

大阪市 386.9 26 55

堺市 226.5 16 17

豊能地域 240.5 17 16

三島地域 284.8 19 27

北河内地域 283.3 19 31

中河内地域 160.2 11 22

泉北地域 127.3 9 10

泉南地域 312.4 21 23

南河内地域 323.4 22 18
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取組みの具体的な例 
○一般国道・主要地方道・一般府道等の沿道において、目的地充電として利用する施設の設

備も含め、一定距離につき１箇所以上の充電設備が設置できるよう、官民が連携して取組
みを実施 
 （商業施設や宿泊施設などの関連団体が参画する「大阪エコカー協働普及サポートネット」を利用 
  した各種情報共有、複数基設置の働きかけなど） 

○充電時間を活用できるような施設（簡易カフェ等）の併設を促すことにより、既存のイン
フラであるガソリンスタンド等において府民が利用しやすい充電設備の設置を促進 

 

（参考）急速充電設備の設置に関する規制 

【電気事業法】 

50kW 以上は「自家用電気工作物」として電気主任技術者による保安確保が必要。 

【火災予防条例※１】 

可燃性蒸気が滞留するおそれのある範囲※２以外の場所に設置することが必要。 
   ※１：ガソリンスタンドに併設する場合 
   ※２：固定給油設備の端面からの距離…（充電設備電源の緊急遮断装置あり）水平方向６ｍなど 

（装置なし）水平方向 11ｍなど 

 

 

（１）から（３）の議論を踏まえ、大都市である大阪においては、基礎充電や経路充電の代

替になる目的地充電（パブリック充電）を充実させることにより利便性を向上させるととも

に、誰もが安心して EV を利用できる環境整備を推進していくことが必要である。 
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（１）大阪府環境審議会温暖化対策部会委員名簿 
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関西支部アドバイザー 
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環境審議会委員 
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下田 吉之 大阪大学大学院教授 
環境審議会委員 

（部会⾧） 

秋元 圭吾 
公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

主席研究員 
専門委員 

岩前 篤 近畿大学教授 専門委員 

田中 みさ子 大阪産業大学教授 専門委員 

森山 正和 神戸大学名誉教授 専門委員 
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（２）審議経過 
 

令和３年１月 21 日 令和２年度第３回大阪府環境審議会 

「ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた 

制度のあり方について」（諮問） 

令和３年２月 12 日 令和２年度第５回温暖化対策部会 

・大阪府における状況 

・世界における状況と動向 

・国内における状況と動向 

・自治体における制度 

・部会での検討事項及びスケジュール案 

令和 3 年３月 19 日 令和２年度第６回温暖化対策部会 

・大阪府におけるこれまでの取組み 

・消費者アンケート調査結果 

・レンタカーや公共施設駐車場等における ZEV 普及施策例 

・制度のあり方検討に係る論点整理（案） 

令和３年５月６日 令和３年度第１回温暖化対策部会 

・電動車の普及促進にあたっての基本的な考え方 

・普及促進に向けた施策・制度（案） 

・自動車販売事業者からのヒアリング 

令和３年 6 月 28 日 令和３年度第２回温暖化対策部会 

・インフラ整備の方向性（案） 

令和３年８月 20 日 令和３年度第３回温暖化対策部会 

・ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた 

制度のあり方について（素案） 

令和３年 10 月 11 日 令和３年度第４回温暖化対策部会 

・ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた 

制度のあり方について（部会報告案） 

令和３年 11 月８日 令和３年度第２回大阪府環境審議会 

「ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた 

制度のあり方について」（答申） 
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（３）ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた制度の 

あり方について（諮問）（写） 
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（説 明） 
 
 
 

 昨年 11 月に貴審議会からいただいた「今後の地球温暖化対策のあ

り方について」の答申では、2050 年に大阪府域の二酸化炭素排出量を実

質ゼロにすることをめざし、運輸部門の対策として、2030 年に向けて、

ゼロエミッション車を中心とした電動車の普及促進が重要とされていま

す。 
 
 また、国においては、令和２年 12 月 25 日に「2050 年カーボンニュ

ートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定し、遅くとも 2030 年代半ばま

でに、乗用車新車販売で電動車 100％を実現するとされています。 
 
大阪府内では、ハイブリッド自動車を含む電動車の普及率は令和元年

度末で約 54 万台（約 15％）となっておりますが、このうち、ゼロエミ

ッション車の普及率は約１万台（約 0.3％）に留まっていることから、よ

り一層の普及促進を図るため、新たな取組みを早急に検討する必要があ

ります。 
 
つきましては、ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に

向けた制度のあり方について、貴審議会の意見を求めるものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


